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１.死因究明に係る体制

厚生労働省 京都府
京都府立医科大学

法医学教室

医療施設運営費等補助金（死因究明拠点整備モデル事業
（検案・解剖拠点モデル事業））の採択・交付決定 受託研究契約

実績報告実績報告

京都府死因究明等
推進協議会

運営

モデル事業の実施

京都府警察

連携

連携

承諾解剖

検査

ＣＴ
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２.これまでの取組

年度 取組内容

平成22年 京都府医師会が「死因究明のあり方に関する検討委員会」を設置

平成23年 「医療現場における死因究明制度のあるべき姿」として答申を行う。
→国立機関としての死因究明センターを都道府県単位に設置、国民死亡の分類を医師の管理下にあった死と非管理下の死に二分し
前者は医療界で後者は警察の責任とする等広く意見発信されている。

平成30年 「平成30年度京都府公立大学法人若手研究者・地域未来づくり支援事業」の採択
→医師主導による死因究明に係る実践研究を開始
「京都府死因究明等推進協議会」を設置及び開催
→京都府立医科大学、京都大学、医師会、歯科医師会、病院協会、京都府警、警察医会、検察庁、舞鶴海上保安部、京都府を構成
団体として協議を開始

令和元年 第２回「京都府死因究明等推進協議会」を開催
※以降、令和４年度まで新型コロナウイルス感染症の影響により開催実績無し

令和４年 死因究明拠点整備モデル事業（検案・解剖拠点モデル事業）の実施
→同事業計画をもって京都府死因究明等推進計画の策定と位置づけ
第３回「京都府死因究明等推進協議会」を開催

令和５年 死因究明拠点整備モデル事業（検案・解剖拠点モデル事業）の実施
→事業対象地域を京都市近辺→京都府下全域に拡大

令和６年 死因究明拠点整備モデル事業（検案・解剖拠点モデル事業）の実施
第４回「京都府死因究明等推進協議会」を開催

令和７年 死因究明拠点整備モデル事業（検案・解剖拠点モデル事業）の実施
第５回「京都府死因究明等推進協議会」を開催
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３.モデル事業の成果と課題
年度 取組内容 前年度からの追加・改善内容

令和４年 ・死因究明拠点（府立医大）の設置
・対象地域：京都市近辺
・検案医の確保
・事業体制の確保
・解剖・検査の実施
・遺族等のグリーフケア
・遺族・検案医へのアンケート
・検案医セミナーの開催
・検案医を対象とした相談窓口の設置
・解剖・死亡時画像診断全国DBシステムへの登録 等

令和５年 前年度と同内容を実施 ・対象地域を京都府下全域に拡大

令和６年 前年度と同内容を実施 ・市民向けシンポジウムの開催

令和７年 前年度と同内容を実施 ・府民公開講座の開催

令和８年 前年度と同内容を実施予定 ・オンラインでの遺族支援の運用検討
・R4から実施していた文部科学省事業「基
礎研究医養成活性化プログラム」がR7で終
了したため、内容を一部再編し人材育成を
継続
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京都府

京都府医師会

遺族

コーディネーター／
看護師

京都府立医科大学
法医学教室（拠点）

委託

報告

連携

検案医

承諾解剖の調整

承諾解剖に対
する同意取得解剖の結果・死因の説明

臨床宗教師

継続支援
【遺族会やオンラインでの支援】

連携

R8年度事業スキーム図

京都府死因究明等推進協議会
連携

運営

京都府警察

＜解剖要否判断＞

承諾解剖
（薬毒物検査・CT検査を含む）

人材育成

啓発活動

遺族支援

検視・検案

厚労省DBへの登録

警察職員と検案医による承諾解剖に
ついての丁寧な説明の実施

情報共有解剖担当医師

連携・協働

連携・協働

葬儀業者
遺体の移送

アンケート調査

解剖に関連した遺族の心理的
負担に配慮した関わり

承諾解剖前後の事務的
な連絡・調整
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３.モデル事業の成果と課題

年度 解剖件数 備考

令和４年 １５例 10月～３月まで、京都市近辺

令和５年 １５例 京都府下全域

令和６年 １５例 京都府下全域

令和７年 ２８件 京都府下全域

通算 ７３件

数／年
齢

総数 0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80以上

総数 ７３ ０ ０ １ ９ ３２ １９ ６ ４ ２

男性 ４７ ０ ０ １ ６ １９ １４ ３ ４ ０

女性 ２６ ０ ０ ０ ３ １３ ５ ３ ０ ２

R7検案体制：職種 人数

医師 ３

歯科医師 ２

看護師 ２

臨床検査技師 １

一般事務 １

解剖補助 ４

薬物分析 １

解剖件数と年齢構成

7



３.モデル事業の成果と課題

解剖
死亡時
画像診断

薬毒物
検査

血液生化学
検査

組織学的
検査

ＰＣＲ検査（新型コ
ロナウイルス）

その他 （検査内容）

７３ ７３ ４３ ２９ ４４ ７ １０ ・細菌培養検査
・コロナウイルス抗原検査
・インフルエンザ検査

解剖・検査前の死因

不詳：６９
不詳の病死：１
心機能不全：１
致死性不整脈の疑い：１
心肥大：１

解剖・検査後の死因

死因確定：７０
不詳：３
急性心疾患、感染症、薬物中毒、溺死等が主な死因
外因死も含まれ、検視制度を補完する機能も確認された。

解剖・検査の実施状況と解剖等結果
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３.モデル事業の成果と課題
事業の継続実施に係る課題と対応方針

警察医との連携

警察医から遺族に必要な説明や
情報提供ができるよう連携・働
きかけ等を行うことが必要

遺族の意思決定を円滑に支えら
れるよう十分な情報提供等の仕
組みを強化することが必要

遺族の意思決定を支え
る仕組み

遺族の支援ニーズについて把握
するため、遺族対応を行った際
の記録（看護記録等）の蓄積を
図るとともに、効果的な支援の
在り方を検討することが必要

遺族に対する継続的
支援の在り方

遺体搬送のみを依頼できる業者
の確保困難であること。また、
京都府北部からの搬送において
は搬送費が高額となるため、遺
体搬送体制を構築・改善するこ
とが必要

遺体搬送業者との調整

事業の自走

承諾解剖事業の自走方法につい
て引き続き検討を行う。

わかりやすい説明資料（パンフ
レット）の作成や、警察、検案
医及び看護師による丁寧な説明
を行う。

遺族の意思決定を支え
る仕組みの強化

死因究明制度及び承諾解剖につ
いての正しい知識の教授、情報
提供を行う。

府民への啓発・周知

遺族会は遺族が自身の感情を振
り返りこれまでの体験に意味づ
けを行う機会となっているが、
引き続き、どういった支援が必
要か検討を行う。

遺族に対する継続的支
援の在り方

課題

方針
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４.死因究明制度について

遺族負担と事業推進の関係について

・死因究明拠点整備モデル事業（検案・解剖拠点モデル事業）では、遺体の
搬送費のうち、解剖後に遺族に遺体を搬送する際の経費は対象外経費と
なっています。

・これは遺族負担という考え方からであり、考え方自体は本府も理解できる
ところですが、遺族にとって解剖することへの大きな障害となっています。

・京都府北部への搬送費は往復約20万円かかります。

遺族や事業実施者への負担軽
減策をご検討いただけますと
幸いです。
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